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第２章 男女平等参画の推進に向けたマインドチェンジ 

２－１ 生活と仕事における意識改革  

２－１－（１）「働く」の意識改革 

１．育児・介護等と仕事の両立などに向けた多様な働き方を実現する上での
課題 

多様な働き方を実現する上での課題は、男女共に「代替要員が配置されないこと」が最も多

く、次いで「制度利用者と非利用者の間での不公平感」となっている。 

 

図表 2－1－(1)－1 育児・介護等と仕事の両立などに向けた多様な働き方を実現する上での 

課題 （都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都産業労働局「令和 6 年度東京都男女雇用平等参画状況調査」  
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代替要員が配置されないこと

制度利用者と非利用者の間での不公平感

取組のためのノウハウ不足

勤務時間や勤務地の多様化による労務管理の複雑化

風土の醸成

経営者の理解が進まないこと

管理職の理解が進まないこと

取組のための費用負担

売上減少等、経営への影響

特に課題はない

その他

無回答

（％）

女性（n=562） 男性（n=520）
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２．育児・介護等と仕事の両立などに向けた多様な働き方を実現するために
必要な制度 

育児・介護等と仕事の両立などに向けた多様な働き方を実現するために必要な取組は、女性

は、「短時間勤務制度」、男性は「短時間勤務制度」「テレワーク制度(在宅勤務等)」が最も多く、

次いで、女性は、「テレワーク制度(在宅勤務等)」となっており、男性は、「半日や時間単位の

有給休暇」となっている。 

 

図表 2－1－(1)－2 育児・介護等と仕事の両立などに向けた多様な働き方を実現するために 

必要な制度（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都産業労働局「令和 6 年度東京都男女雇用平等参画状況調査」  

短時間勤務制度

テレワーク制度(在宅勤務等)

半日や時間単位の有給休暇

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

選択的週休３日制

育児・介護に要する経費の援助

所定時間外労働(残業)の免除

病気治療休暇制度

再雇用制度（育児・介護で退職した人を
正社員等で優先的に雇用する制度等）

不妊治療等のための休暇または休業制度

病気治療経費支援制度

勤務時間を限定した正社員制度

勤務地を限定した正社員制度

管理職の時短勤務制度

事業所内保育所の設置

職務・職種を限定した正社員制度

子連れ出勤制度（事業所内保育以外）

勤務間インターバル制度（勤務終了から
次の勤務開始までの間、一定の休息時間

の確保を義務付ける制度）

配偶者同行休業制度

その他

無回答
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２－１－（２）男性の家事・育児参画に向けた意識改革 

１．育児休業等取得の状況及び推移 

都の令和6（2024）年度の女性の育児休業等取得率は92.8％であり、平成22（2010）年度以降

90％台で推移している。一方、配偶者が出産した男性の育児休業等取得率は平成25（2013）年

度以降上昇傾向が続いており、令和元（2019）年度は11.8％と減少したものの、令和6（2024）

年度は54.8％と増加した。 

 

図表 2－1－(2)－1－ 1 育児休業等取得の状況（都） 

 

 

 

 

 

 

 

注：育児休業等取得率＝育児休業等取得者数／出産者数×100 

出産者数は、令和 5 年 4 月 1日から令和 6 年 3 月 31 日までに出産した人数 

育児休業等取得者数は、出産者数のうち、令和 6 年 9 月 1日までに育児休業等を開始した人数 

資料：東京都産業労働局「令和 6 年度東京都男女雇用平等参画状況調査」 

 

図表 2－1－(2)－1－2 育児休業等取得の状況の推移（都・全国） 
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資料：東京都産業労働局「令和 6 年度東京都男女雇用平等参画状況調査」 
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男性 女性 男性 女性

出産者数（男性は配偶者が出産） 1,100 905 31 236

育児休業等取得者数 605 834 15 225

育児休業等取得率 55.0 92.2 48.4 95.3

一般労働者 一般労働者以外
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一方、全国の育児休業取得率は、女性は平成21（2009）年度以降80％台で推移しており、令

和5（2023）年度は84.1％である。男性の育児休業取得率は令和5（2023）年度で30.1％であり、

都に比べて、女性で8.7ポイント、男性で24.7ポイント低い。 

 

＜全国＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注 1：調査対象の事業規模は 5 人以上 

注 2：平成 23（2011）年度については、岩手県、宮城県及び福島県を除く数値である。 

注 3：育児休業取得率＝出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしてい

る者を含む。）の数／調査前年度 1 年間（令和 4（2022）年度調査については、令和 2（2020）年 10

月 1 日から令和 3（2021）年 9 月 30 日まで）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数。 

 

資料：厚生労働省「令和 5 年度雇用均等基本調査（事業所調査）」 
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２．男性の育児休業取得に当たっての課題 

男性が育児休業を取得する際の課題として、「代替要員の確保が困難」が69.2％で最も多く、

以下「休業中の賃金補償」49.2％、「職場がそのような雰囲気ではない」40.0％「男性自身に育

児休業を取る意識がない」32.4％の順となっている。 

 

図表 2－1－(2)－2 男性の育児休業取得に当たっての課題（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都産業労働局「令和 6 年度東京都男女雇用平等参画状況調査」 

  

69.2 

49.2 

40.0 

32.4 

32.4 

28.1 

27.8 

21.1 
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1.6 
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代替要員の確保が困難

休業中の賃金補償

職場がそのような雰囲気ではない

男性自身に育児休業を取る意識がない

社会全体の認識の欠如

前例（モデル）がない

キャリア形成において不利になる懸念

上司の理解が進まない

その他

無回答

（％）



 

73 

 

女性活躍推進計画 

 

３．男性の家事、子育てへの参加 

男性が家事の家事・育児に向けて必要なこととして、「夫婦や家族間でのコミュニケーション

をよく図ること」が最も多く、男性の49.5％と女性の55.2％が選んでいる。次いで、「男性も家

事・育児を行うことは、当然である」という考えが社会に広まること」、「相手の家事・育児に

完璧を求めないこと、相手の家事・育児のやり方を尊重すること」が上位に挙げられた。 

 

図表 2－1－(2)－3 男性の家事・育児参画に向けて必要なこと（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都生活文化スポーツ局「令和 5 年度 男性の家事・育児実態調査」  
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相手の家事・育児に完璧を求めないこと、相手の家事・

育児のやり方を尊重すること

「家事・育児は女性の役割」といったような、性別によ

る無意識の思い込みに気づくこと

男性の家事・育児スキルが高まること

男性に対する自治体の家事・育児サポート情報の発信

各企業が働き方改革など労働環境整備や意識（風土）の

醸成を進めること

男女間の賃金格差等の是正が図られること

育児休業制度の義務化

学校教育による理解促進

その他

わからない・特に考えたことが無い

（％）

総数（n=5,000) 男性（n=2,500) 女性（n=2,500)
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４．６歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間 

6歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間は、都・全国とも年々増加傾向にあったが、

令和３年(2021)年には都で114分とやや減少した。 

とくに、育児時間は都では平成28（2016）年の80分から令和3（2021）年では64分となった。

全国では49分から65分と増加している。 

 

図表 2－1－(2)－4 ６歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間（都・全国） 
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注：週全体の時間（分）である。 

資料：総務省「令和 3 年社会生活基本調査」 
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５．男性が家事・育児を行うことについてのイメ－ジ 

男性の家事・育児参画に対する考え方を聞いたところ、女性、男性とも「男性が家事・育児

を行うことは当然だと思う」（女性59.7％、男性56.5％）、「子供や夫婦間の関係に良い影響を及

ぼすと思う」（女性51.7％、男性39.1％）、「男性の人間的な成長につながると思う」（女性33.6％、

男性31.6％）が上位となっている。 

 

図表 2－1－(2)－5 男性の家事・育児参画に対する考え方（都） 

 

【男性】                           【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都生活文化スポーツ局「令和 5 年度 男性の家事・育児実態調査」  

男性が家事・育児を行うことは、当然だ
と思う

夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだと
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仕事・職場に良い影響を与えると思う

子供や夫婦間の関係に良い影響を及ぼす
と思う

女性の労働力や社会進出、社会貢献が増
加し、社会に良い影響を与えると思う

夫が家事・育児をするかどうかは、夫又
は妻の育った環境が影響すると思う

その他
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２－１－（３）男女平等参画に向けた意識改革 

１．性別役割分担意識の変化 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について、賛成（「賛成」「どち

らかといえば賛成」の合計）は減少傾向にあり、令和4（2022）年11月調査では33.4％となって

いる。男女別にみると、平成16（2004）年11月調査以降、賛成の割合は女性よりも男性の方が

高く、令和4（2022）年11月調査では男性が39.5％、女性が28.4％となっている。 

 

図表 2－1－(3)－1 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について（全国） 
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資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 4 年度） 
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＜男女別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 4 年度） 
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【平成21（2009）年10月調査】

【平成24（2012）年10月調査】

【平成26（2014）年8月調査】

賛成 反対

【平成28（2016）年9月調査】

【令和元（2019）年9月調査】

【令和4（2022）年11月調査】



 

78 

 

女性活躍推進計画 

 

２．男女平等意識について 

男女の地位の平等感は、家庭生活、職場においては都・全国ともに約3割が平等と感じてお

り、都・全国とも約60％が「男性の方が優遇されている」「どちらかといえば男性の方が優遇さ

れている」と感じている。 

 

図表 2－1－(3)－2－1 男女の地位の平等感＜家庭生活＞（都・全国） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 6 年度） 

 

図表 2－1－(3)－2－2 男女の地位の平等感＜職場＞（都・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 6 年度） 

  

9.9

9.3

50.6

51.4

30.2

30.0

8.7

7.8

0.6

1.2

0.0

0.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

東京都

(n=172)

全国

(n=2,673)

（％）

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇 平等

どちらかといえば女性の方が優遇 わからない女性の方が非常に優遇されている

11.6

14.2

47.7

49.6

33.1

25.8

5.8

8.1

1.7

1.1

0.0

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

東京都

(n=172)

全国

(n=2,673)

（％）

男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇 平等

どちらかといえば女性の方が優遇 わからない女性の方が非常に優遇されている
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女性活躍推進計画 

 

社会全体における男女の地位の平等感について、都では14.5％、全国では16.7％が平等と感

じている。 

都・全国とも約75％が「男性の方が優遇されている」「どちらかといえば男性の方が優遇され

ている」と感じている。 

 

図表 2－1－(3)－2－3 男女の地位の平等感＜社会全体＞（都・全国） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 6 年度） 

  

13.4

11.9

61.6

62.8

14.5

16.7

7.6

6.1

0.6

0.7

2.3

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

東京都

(n=172)

全国

(n=2,673)

（％）

男性の方が優遇されいる どちらかといえば男性の方が優遇 平等

どちらかといえば女性の方が優遇 わからない女性の方が非常に優遇されている
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女性活躍推進計画 

 

３．各分野で女性リ－ダ－が増えることへの影響について 

都民を対象に女性のリーダーが増えるとどのような影響があると思うか聞いたところ、回答

の上位3つは、「男女問わず優秀な人材が活躍できるようになる」、「多様な視点が加わることに

より、新たな価値や商品・サービスが創造される」、「女性の声が反映されやすくなる」であり、

男性、女性とも共通である。 

 

図表 2－1－(3)－3 女性リ－ダ－が増えることへの影響（都） 

 

【男性】                      【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都生活文化局「男女平等参画に関する世論調査（令和 2 年度）」  

78.4 

69.3 

66.3 

55.4 

41.6 

44.9 

33.7 

19.6 

10.4 

2.2 

2.8 

2.3 

1.5 

2.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 （％）

（n=1,053）

男女問わず仕事と家庭の両方を

優先しやすい社会になる

労働時間の短縮など働き方の

見直しが進む

多様な視点が加わることにより、

新たな価値や商品・サービスが

創造される

男性の家事・育児などへの参加

が増える

国際社会から好印象を得ること

保育・介護などの公的サービスの

必要性が増大し、家計負担及び公

的負担が増大する

男性のポストが減り、男性が活

躍しづらくなる

わからない

女性の声が反映されやすくなる

男女問わず優秀な人材が活躍

できるようになる

その他

特にない

人材・労働力の確保につながり、

社会全体に活力を与えることがで

きる

今より仕事以外のことが優先さ

れ、業務に支障を来すことが多

くなる

74.5 

69.1 

57.0 

49.2 

44.2 

38.7 

26.8 

25.7 

7.6 

4.7 

3.6 

1.5 

2.2 

1.7 

01020304050607080

（n=919）

（％）
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女性活躍推進計画 

 

２－１－（４）社会制度・慣行の見直し 

１．男女の地位は平等になっているか 

都民を対象に、男女の地位が平等になっているかを7つの分野と全体について聞いたところ、

「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合

わせた「男性の方が優遇されている（計）」は「政治」が82.9％で最も多く、次いで「社会通念・

習慣・しきたりなど」76.5％、「職場」62.6％の順となっている。 

また、「平等」は「学校教育」が67.5％で最も多くなっている。 

「全体として」は「男性の方が優遇されている（計）」が71.5％、「平等」が19.5％、「女性の

方が優遇されている（計）」が2.1％となっている。 

 

図表 2－1－(4)－1 男女の地位の平等感（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都生活文化局「男女平等参画に関する世論調査」（令和 2 年度） 

 

  

11.6 

3.0 

6.4 

17.5 

21.2 

40.2 

15.4 

11.4 

47.0 

16.6 

29.4 

45.1 

55.3 

42.7 

35.9 

60.1 

26.8 

67.5 

36.0 

21.6 

14.8 

9.6 

32.8 

19.5 

6.8 

2.3 

6.0 

6.1 

2.6 

1.0 

4.8 

1.6 

1.1 

0.7 

0.8 

0.9 

0.4 

0.4 

0.9 

0.5 

5.1 

8.1 

19.4 

6.4 

3.8 

4.2 

8.0 

4.8 

1.7 

1.8 

2.0 

2.4 

2.0 

2.0 

2.1 

2.3 

0 20 40 60 80 100

家庭生活

学校教育

自治会やＮＰＯなど

の地域活動の場

職場

社会通念・習慣・

しきたりなど

政治

法律や制度

全体として

（％）

(n=1,990)

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている 平等

どちらかといえば女性の方が優遇されている 女性の方が非常に優遇されている わからない 無回答


